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2016年4月14日，16日に発生した熊本地震では，多くの木造家屋に被害を与えた．熊本県益城町小谷地

区では木造家屋の被害が集中して見られ，小谷地区での地震動を評価することは建物被害の解明のために

必要であるといえる．そこで本研究では，益城町小谷地区を対象に，建物悉皆調査を行うとともに，常時

微動計測を用いた地盤特性の解明および地震動推定を行い，破壊力指標を用いた分析と建物の被害状況と

比較し，本地震による被害を定量的に評価するため，建物悉皆調査の概略と常時微動計測を用いた地盤特

性について評価する．  
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1. はじめに 

 

2016年 4月 14日 21時 26分，熊本県熊本地方を震央

とする，震源の深さ11km，気象庁マグニチュード6.5，
モーメントマグニチュード 6.2 の地震（前震）が発生し，

熊本県益城町で震度 7 を観測した．その 28 時間後の 4
月16日1時25分には，同じく熊本県熊本地方を震央と

する，震源の深さ 12km，マグニチュード 7.3，モーメ

ントマグニチュード 7.0 の地震（本震）が発生し，熊本

県西原村と益城町で震度 7 を観測した（表 1）．マグニ

チュード 7.3 は 1995 年に発生した兵庫県南部地震と同

規模の大地震であり，全壊した住宅が約 8,000 棟，半壊

が約 18,000 棟，一部破損が約 73,000 棟，確認されてい

る．今回の地震では，ほぼ同じ震央でマグニチュード 6
クラス以上の地震が立て続けに起こり，内陸型地震でマ

グニチュード 6.5 以上の地震の後にさらに大きな地震が

発生するのは地震の観測が日本において開始された

1885年（明治18年）以降で初めてのケースであった． 

 

表1 熊本地震概要 1) 

  前震 本震 

発生 

日時 

2016/4/14/ 

21:26 

2016/4/16/ 

1:25 

マグニ

チュー

ド 

M6.5 M7.3 

震源 

深さ 
11ｋｍ 12ｋｍ 

震度 

最大 

加速度

 

 

 



 

  

また，一連の地震活動において震度7が2回観測される

のも初めてのことであった．5 月 27 日現在での熊本地

震における建物被害の内訳を表2に示す。表に示す世帯

数における倒壊家屋の割合をみてみると，益城町，西原

村で全壊の割合がほかの市町村に比べて高い．ここで，

筆者らによる現地調査より，建物被害は秋津川，木山川，

布田川に沿うように甚大な被害を確認することができる

が，被害の状況には濃淡があり，震源近傍による強震の

影響が支配的であるものの，表層地盤動特性により揺れ

が増幅した可能性もあるのではないかと考えた．なお，

本稿が対象としている益城町小谷地区は，益城町役場と

西原村役場のほぼ中間に位置する，主に木山川右岸で密

集する集落である。周辺の地区より伝統構法による木造

建築の割合が高いものの，概して一般的な農家型木造住

宅が建ち並ぶ地区であり，本地区の被害を評価すること

で，既往の地震被害と同様に地震外力と建物被害との関

係を評価することができるのではないかと考えた。 
そこで本研究では，益城町小谷地区を対象に，建物悉

皆調査を行うとともに，常時微動計測を用いた地盤特性

の解明および地震動推定を行い，破壊力指標を用いた分

析と建物の被害状況と比較し，本地震による被害を定量

的に評価することを目的とする．なお，本稿では，小谷

地区における建物悉皆調査の概略と常時微動計測を用い

た地盤特性の評価について述べる。建物悉皆調査につい

ては，調査総数287棟に対し，建物概況（敷地環境，用

途，構造形式，築年数，各部仕様）と被害状況（周辺地

盤，建物各部の被害）から，表3に示す判定基準による

総合判定を行う。ここで，調査結果のうち建物概況（用

途）を図1に，建物概況（構造形式）を図2に，総合判

定を図3に，用途別の総合判定を図4に，構造形式別の

総合判定を図5に，それぞれ示す。 

 

2. 常時微動観測 

 

 (1) 常時微動について  

常時微動とは交通機関や建設工事・工場施設などの人

工的な振動源から，海岸の波，風，火山活動などの自然

現象まで多種多様な地盤中を伝播する人工的または自然 

世帯数 全壊（棟）
世帯数におけ
る全壊の割合

（％）
半壊（棟）

世帯数におけ
る半壊の割合

（％）
熊本市 330960 2,042 0.006 8,829 0.027

宇城管内計 38209 607 0.016 2,127 0.056
玉名管内計 67903 17 0.000 94 0.001
菊池管内計 68908 178 0.003 1,731 0.025

上益城管内計 94833 4,810 0.051 5,115 0.054
うち益城町 12827 3,955 0.308 3,094 0.241
阿蘇管内計 26695 725 0.027 1,179 0.044
うち阿蘇市 11208 93 0.008 331 0.030

うち南阿蘇村 4643 170 0.037 129 0.028
うち西原村 2,528 451 0.178 680 0.269
八代管内計 59021 40 0.001 239 0.004
鹿本管内計 21402 0 0.000 5 0.000

表2 地震による建物被害の内訳 2) 

判定基準 軸組架構 屋根 外壁 基礎

倒壊 層崩壊 － － －

大破
傾斜大，
一部崩壊

小屋組
破損大

下地
崩落

基礎
崩壊

中破
傾斜中～
傾斜小

屋根材ずれ，
落下

仕上げ
脱落

ひび割れ
・ずれ

小破 傾斜小 －
亀裂・仕上げ

剥落
亀裂

軽微 傾斜なし 屋根材ずれ
無被害

軽微なひび割れ
外観上被害なし

表3 建物悉皆調査判定基準 

専用住宅

店舗
店舗併用

住宅
土蔵

長屋住宅

倉庫・納

屋

車庫・ガ

レージ 不明
その他

用途

図1 建物概況（用途） 

伝統木造

在来木造

プレハブ

鉄骨造
不明

その他 伝統＋在

来

構造形式

図2 建物概況（構造形式） 

倒壊

6% 大破

12%

中破

27%

小破

15%

軽微

23%

無被害

16%

不明

1%
総合判定

図3 建物被害総合判定 



 

  

 現象による振動のうち，特定の振動源から直接的に影響

を受けない状態で，さまざまな振動によって誘起され

る微小な地盤振動である． 常時微動測定はこの微小な

地盤振動を測定し，固有周期，増幅特性，地盤種別等

の地盤の地震工学的特性を知る材料となる．常時微動

観測は2016年7月27日の主に日中に行い，同型の7台
による微動計（7 台ともに白山工業(株)製の一体型微動

探査兼地震計 3)）を用いて合計72点の常時微動観測を行

う．観測サンプリング振動数は 100Hzである．観測時間

は各測定点において約30分間とする．計測地点は図6中

の黄丸である． 

 
(2) H/Vスペクトル比の算出手法 

常時微動観測データより，N-S，E-W，U-D 成分それ

ぞれにおいて，比較的安定している 4096 点を 5 箇所抜

き出し，それらを平均する．それぞれの値をフーリエ

変換し，バンド幅 0.4HzのParzen Windowsにより平滑

化を行うことにより H/V スペクトル比を求める．この

時，水平成分 H は N-S，E-W 成分の相乗平均値，鉛直

成分VはU-D成分の値とする．  
 

(3) 地盤特性の把握手法  

常時微動観測結果より求まった H/V スペクトル比で

周期‐H/Vスペクトル比のグラフを作成し，卓越周期を

0%

20%

40%

60%

80%

100%

伝統木造 在来木造 その他・不明

割
合

不明

無被害

軽微

小破

中破

大破

倒壊

図4 建物被害総合判定（用途） 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

専用住宅 倉庫・納屋 その他・不明

割
合

不明

無被害

軽微

小破

中破

大破

倒壊

図5 建物被害総合判定（構造形式）

図6 常時微動測定地点 



 

  

求める．ここで文献例えば 4)より，H/V スペクトル比の卓

越周期を地盤の固有周期とみなすが，深部地下構造を本

稿では考慮しないため，地区の特性から周期 1s より長

周期でピークとなるような調査地点については，判断を

割愛するかピーク不明として評価する．ここで，卓越周

期分布を評価するため，グラフ形状により分類を行う．

分類は 4種類とする．グループ aは抜き出した卓越周期

が殆ど同じである地点である．グループ bは抜き出した

卓越周期に少しばらつきがあるものの，平均すると卓越

周期の算出が可能な地点である．また，グループ cはピ

ーク周期が明瞭でなくグラフが平坦である地点であり，

どのデータもグラフの波が小さい．グループ dは 5箇所

の卓越周期に大きなばらつきがあり，卓越周期が算出で

きない地点であり，平均の波がどちらかというと平坦で

ある．それぞれのグループのグラフ形状の代表例を図 7

にそれぞれ示す． 

 

3. 常時微動測定結果および考察 

 

各地点のH/Vスペクトル比を算出した結果について，

図1に示す点線で分割した4地区に分けて考察する． 

a) 北西部 

 図8に示すように北西部ではグループbとグループdの

割合が高い．グループbは比較的南に多く分布しており，

グループdは北に多く分布している．卓越周期について

は図9～図12に示すが，グループaでは図9に示すように，

NW019で長周期側で成分を有する特性となっているも

のの，概して卓越周期が0.1～0.2sの間にある．グループ

bでは図10に示すように，卓越周期が0.1s～0.2sが7点，

0.21s～0.4sが1点，ピーク不明が2点であり，全般的には

短周期側に成分を有する特性となっている．グループc

では図11に示すように，NW018, 020のように0.4s～0.5sに

ピークがあるように見えるが明瞭ではない．概して短周

期側に成分を有しているように見える．グループdでは

図12に示すように，NW001 ,002, 005, 010, 025のように長周

期側に成分を有しているように見えるが明瞭ではない．

NW004のように0.3s付近にピークがあるように見えるが

明瞭ではない．その他は概して短周期側に成分を有して

いるように見える． 

b) 南西部 

図13に示すように，南西部のうち西側にグループaと

グループbが分布し，東側の木山川支川左岸にグループc

とグループdが分布しているように見える．グループaで

は図14に示すように，北西部同様すべての点の卓越周期

が0.1～0.2sの間にある．グループbでは図15に示すように，

長周期側がうるさいが，成分として卓越周期が0.1s～0.2s

にピークの存在を確認できる．グループcでは図16に示

すように，短周期側の明瞭なピークに変わり，これと言

えるピークが判別できない．グループdでは図17に示す

ように，SW012で長周期側に盛り上がりが存在するが，

明瞭なピークと言って良いか判断に迷う．  

 

 

 

図9 北西部グループa 

 

グループb グループ a 

グループ c グループd 

図7 周期‐H/Vスペクトル比グラフの一例 

図8 北西部 



 

  

 

 

 

図10 北西部グループb 

 

 
図11 北西部グループc 

図11 北西部グループc（つづき） 

 

 

 

図12 北西部グループd 

 

． 



 

  

 

図13 南西部 

 

 

図14 南西部グループa 

 

 

図15 南西部グループb 

 

c)  北東部 

北東部では図18に示すように，グループaが確認でき

ない．グループbでは図19に示すように，すべての地点

で周期0.1s～0.2sでピークを確認できる．グループcでは

図20に示すように，周期0.1～0.2sの成分が明瞭でなく，

長周期側で盛り上がっているように見える．グループd

では図21に示すように，周期0.1s～0.2sにピークがあるが，

明瞭ではない． 

d) 南東部 

 南東部では図22に示すようにグループdの割合が大き

い．グループaでは図23に示すように，周期0.1～0.2sの間

にピークがあるが，SE006を除きそれほど明瞭ではない．

グループbでは図24に示すように，周期0.1s～0.2sと長周

期の盛り上がりが確認できる．グループcでは図25に示

すように，周期0.1～0.2sのピークが確認できない．グル

ープdでは図26に示すように，例えばSE006では周期0.6s  

 

図16 南西部グループc 

 

図17 南西部グループd 

 

 
図18 北東部 



 

  

 

図19 北東部グループb 

 

 

図20 北東部グループc 

 

 

図21 北東部グループd 

 

図22 南東部 

 
図23 南東部グループa 

 

 
図24 南東部グループb 

 

図25 南東部グループc 



 

  

 

 

 

図26 南東部グループd 

 

付近で明瞭なピークが確認できるが，全体として振動が

安定していないような感じである． 

 

4. おわりに 
 
以上による解析結果で得られた周期-H/Vスペクトル比

のグラフからまとめた，卓越周期分布を図27に示す．図

に示すように，木山川沿いでは卓越周期が大きくなる傾

向が見られるものの，明瞭なピークとしては判別ができ

図27 卓越周期分布図 



 

  

なかった。木山川から北に向かい傾斜を上っていくと卓

越周期が小さくなるという傾向が見られる．ただし，北

西部の道路沿いは盛土等による整備の影響か，やや長周

期の特性を有している．北西部～南西部の木山川支川沿

いは上流からの河川堆積物の影響（上流に簡単な砂防堰

堤が存在する）か，同様にやや長周期の特性となってお

り，周辺よりは軟らかい地盤であると思われる．また，

地区内では1種地盤が支配的であり，地震動としては激

震地域である益城町役場南部と比べ，短周期成分が卓越

する地震動である可能性が高いと思われる．今後は，悉

皆調査による各建物の被害状況と，常時微動を利用した

簡易地震動推定を組み合わせ，地震外力と建物被害との

関係について考察する予定である。 
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EVALUATION OF DYNAMIC CHARACTERISTICS ON GROUND  
DUE TO ESTIMATE DAMAGES OF WOODEN HOUSES 

IN OYATSU RESIDENTIAL CLUSTER, MASHIKI TOWN, JAPAN 
 

Akira MURATA, Yoshiya HATA, Miyuko TSUCHIDA, 
Kyosuke MUKAIBO and Masakatsu MIYAJIMA 

 
Serious damage of wooden houses was occurred in Oyatsu residential cluster, Mashiki Town, Ja-

pan, during the 2016 Kumamoto earthquake sequence. It is important to clarify damage to wooden 

houses  ageinsst these eartuquakes. In this study, damage of wooden houses are investigated wholly 

in Oyatsu residential cluster, and microtremor observation with high dense spatial location was carried 

out in the cluster. Next, we estimate strong motion at the residential site using the microtremor obser-

vation. Finally, we evaluate the relationship between wooden houses damage and strong motion use-

fully. 

 

 

 


